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２０２３年度からの障害者雇用率の設定等について 
 

１． 障害者の法定雇用率が段階的に引き上げられます。（２０２４年４月以降） 
 

２０２３年度からの障害者雇用率は、２.７％となります。 

ただし、雇入れに係る計画的な対応が可能となるよう、２０２３年度においては２.３％で据え置

き、２０２４年度から２.５％、２０２６年度から２.７％と段階的に引き上げることとなります。 
 

 ２０２３年度 ２０２４年４月 ２０２６年７月 

民間企業の法定雇用率 ２.３％   ⇒ ２.５％   ⇒ ２.７％ 

対象事業主の範囲 ４３.５人以上 ４０.０人以上 ３７.５人以上 

 

※ 障害者を雇用しなければならない対象事業主には、以下の義務があります。 
 

➢ 毎年６月１日時点での障害者雇用状況のハローワークへの報告 

➢ 障害者の雇用の促進と継続を図るための「障害者雇用推進者」の選任（努力義務） 
 

２． 除外率が引き下げられます。（２０２５年４月以降） 
 

除外率が、各除外率設定業種ごとにそれぞれ１０ポイント引き下げられ、２０２５年４月１日か

ら以下のように変わります。(現在除外率が１０％以下の業種については除外率制度の対象外となり

ます。) 
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３． 障害者雇用における障害者の算定方法が変更となります。 
 

◆ 精神障害者の算定特例の延長（２０２３年４月以降）。 
 

週所定労働時間が２０時間以上３０時間未満の精神障害者について、当分の間、雇用率上、雇入

れからの期間等に関係なく、１カウントとして算定できるようになります。 
 

◆ 一部の週所定労働時間２０時間未満の方の雇用率への算定（２０２４年４月以降）。 
 

週所定労働時間が１０時間以上２０時間未満の精神障害者、重度身体障害者及び重度知的障害者

について、雇用率上、０．５カウントとして算定できるようになります。 
 

【Ｑ＆Ａ】厚労省リーフレット（障害者の法定雇用率引上げと支援策の強化について）より抜粋 
 

Ｑ１： 障害者雇用納付金の取扱いはどうなるのでしょうか？ 

Ａ１： ① ２０２４年度分の障害者雇用納付金について 

（※申告期間：２０２５年４月１日から同年５月１５日までの間） 

   新しい法定雇用率(２.５％)で算定していただくことになります。 

 ② ２０２６年度分の障害者雇用納付金について 

（※申告期間：２０２７年４月１日から同年５月１７日までの間） 

   ２０２６年６月以前については２.５％ 

   ２０２６年７月以降については２.７％で算定していただくことになります。 
 

Ｑ２： 法定雇用率及び除外率制度について、国や地方公共団体等の取扱いはどう変わりますか？ 

Ａ２： 国や地方公共団体等の法定雇用率については、２０２３年度は２.６％、２０２４年４月１日か

ら２.８％、２０２６年７月１日から３.０％と民間企業と同様に段階的に引き上げとなります。除

外率制度についても同様に１０ポイント引き下げられます。 

なお、都道府県等の教育委員会の法定雇用率については、２０２３年度は２.５％、２０２４年

４月１日から２.７％、２０２６年７月１日から２.９％となります。 
       

２０２３年４月から出産育児一時金が引き上げられます 

 

   健康保険法施行令の改正（２０２３年４月１日施行）により、２０２３年４月１日出産分から、出

産育児一時金が５０万円（産科医療補償制度に加入されていない医療機関等で出産された場合や妊

娠週数２２週未満で出産された場合の出産育児一時金は４８.８万円）に引き上げられます。 
 

 
２０２３年４月１日 

以降の出産の場合 

２０２２年１月１日から 

２０２３年３月３１日 

までの出産の場合 

産科医療補償制度に加入の医療機関等で妊

娠週数22週以降に出産(※1)した場合 

１児(※2)につき 

５０万円 

１児につき 

４２万円 

産科医療補償制度に未加入の医療機関等で

出産した場合 １児につき 

４８.８万円 

１児につき 

４０.８万円 産科医療補償制度に加入の医療機関等で妊

娠週数22週未満で出産した場合 
 

(※1) ＜出産とは＞ 

 ⑴ 健康保険でいう出産とは、妊娠８５日(４ヶ月)以後の生産(早産)、死産(流産)、人工妊娠中絶

を言います。また、正常な出産、経済上の理由による人工妊娠中絶は、健康保険による診療(療養

の給付)の対象からは除かれますが、出産育児一時金の対象にはなります。 

 ⑵ 被保険者が被保険者の資格を失ってから６ヶ月以内に出産された場合にも、被保険者期間が継

続して１年以上ある場合には、出産育児一時金が支給されます。 

 ⑶ 被保険者が、妊娠中(８５日以後)、業務上又は通勤災害の影響で早産したような場合、労災保

険で補償を受けたとしても、出産育児一時金は支給されます。 

(※2) 多胎児を出産された場合には、出産された胎児数分だけ支給されますので、双生児の場合は、

２人分が支給されることになります。 

雇用保険マルチジョブホルダー制度によるマルチ高年齢被保険者(※)についても、労働保険料の計算に

含む必要がございます。対象者がいる場合は、当協会担当者までご連絡をお願いいたします。 
(※)複数の事業所に雇用される 65 歳以上の労働者で、2 つの事業所（1 つの事業所における 1 週間の所定

労働時間が 5 時間以上 20 時間未満）の労働時間を合計して 1 週間の所定労働時間が 20 時間以上且つ

2 つの事業所のそれぞれの雇用見込みが 31 日以上の要件を満たし、本人からハローワークに申出を行

うことで雇用保険の被保険者となった労働者 


